2012年県労会議春闘アピール（案）
2012年春闘の幕開けです。雇用と賃金、労働条件の抜本的な改善を求め立ち上がりましょう。産別・単組・地域のつながりを強め、すべての働く仲間の生活と権利のための要求を実現するときです。
日本では賃金低下が10年以上にわたって続いており、労働者の40%が非正規労働者、4人に1人は年収200万円以下のワーキング・プアという危機的状況です。賃下げに次ぐ賃下げで消費は冷え込み、中小企業は経営難にあえいでいます。長期化する失業、ハローワークや生活保護の窓口には連日人々が押し寄せています。震災からの復興と原発事故の収束も遅々として進まず、被災者の生活は危機に直面しています。一方で財界・大企業の内部留保は10年前よりも94兆円も増加し、266兆円に膨れ上がっています。野田首相は財界・大企業、アメリカの言いなりとなり、消費税増税、法人税の減税、社会保障改悪、TPP参加、米軍基地県内移設、労働者派遣法の規制緩和、議員定数削減などについて急速に具体化しています。これでは暮らしと経済がよくなるはずはありません。
ILOは2011年度の世界の失業率は6%で、若年層（15～24歳）の失業率は12.7%であることを発表し、世界的に失業率の上昇が深刻化していることを指摘しました。世界では「資産家、大企業は社会的責任を果たすべき」「99%の声を聞け」と行動が開始されています。この間、日本のマスコミ各社は「消費税増税止むなし」の報道を行ってきましたが、新聞各社が行った世論調査では、消費税増税反対が50%を超え、賛成は30%台に止まっています。明らかに国民の意識が変化し始めています。今こそ財界・大企業、アメリカ優先に終止符を打つべく世界の仲間と一緒になって、私たちも行動しようではありませんか。
今春闘では「良質な雇用と社会保障の確立、賃上げによるに内需中心の経済社会、震災復興と原発ゼロの安心社会の実現を」のスローガンを掲げ、全労働者との連帯と国民階層との共同を進めます。米国と財界言いなりの野田政権に対する国民の怒りはあらゆる分野で広がっています。県労会議は共同闘争の峰をさらに押し上げ、TPP阻止、原発ゼロの運動、消費税増税反対の闘い、子ども子育て新システムを導入させない運動などで共同の取り組みを前進させます。原発再稼働や年金財源を盾に国民に押し付ける消費税増税、普天間基地の辺野古移設をめぐるアセスメントの押し付け、議員定数の削減など政府とマスコミによる巻き返し宣伝が激しくなる中でも国民の抵抗闘争は広がりを見せています。矛盾を抱えた野田政権が倒れるのも時間の問題です。
2012年春闘を大いに盛り上げ、職場を変え、地域を変え、社会を変える大運動を連鎖的に組織するなど、県労会議の総力を結集した闘いで必ず春闘を勝利することを決意してアピールとします。ともに闘いましょう。
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